
はじめに 

 

世界中が、現在、新型コロナウイルス感染症への対応に追われています。高等教育界において

も、オンライン授業・会議などが実施されましたが、学生・教職員共に戸惑っているのが現状でし

ょう。わが国でも、デジタル化、オンライン化については、以前から議論が進められていました

が、人工知能（AI）などのデジタル技術の活用に課題があることが指摘されています。 

最近の高等教育における大きな潮流は、「学修者本位の教育」であり、「個々人の可能性を最

大限に伸長する教育」への転換が声高に叫ばれています。学修者本位の教育の観点から、一人ひと

りの学生が自らの学びの成果（学修成果）として身につけたコンピテンシー（知識やスキルだけで

はなく、自律性、責任感、倫理観などを含めた能力）を自覚し、活用できることが求められていま

す。学生が、その学修成果を自ら説明し、社会の理解を得ることも肝要です。 

高等教育機関に対する期待は、「リカレント教育」です。日本では、少子高齢化が急速に進

み、人生100時代を迎え、18歳人口が減少している現状のもとで、わが国全体の生産性をあげる

ためにリカレント教育は喫緊の課題です。 

 

以上のような認識を基盤として、当機構は、令和２年度文部省委託事業「職業実践専門課程等

を通じた専修学校の質保証・向上の推進」として、次の三つの事業を提案し、採択されました。 

A FD・SD事業「体系的な教職員研修プログラムの実用化に向けた改善・普及・展開」 

専修学校の教職員が、多様な学生を対象とした生産性の高い学修を推進するために必要な知

識・スキルを研修するためのプログラムを構築し、オンライン双方向授業を実施しました。 

B コンピテンシー事業「学校評価の充実等を目的とした資格枠組の共有化・職業分野別展開と

その有効性の検証」 

学修成果の可視化および国際間、教育セクター間における人材・教育材の流動性を高める目

的で作成した資格枠組について、複数の職業分野において共有化を図るとともに、有効性を

検証しました。 

C ポートレート事業「職業実践専門課程版ポートレートの構築」 

説明責任を果たし、情報公開を促進するために、学修に必要な情報を効率的に入手すること

が可能となり、職業教育の国際通用性にも配慮したデータベースシステムの構築に取り組み

ました。 

 

以上のうち、ポートレート事業は、令和元年度に作成した「職業実践専門課程のプロトタイプ

ポートレートシステム」をベースとして、情報公開ニーズに応えるための機能を付加し、専門学校

に関わるステークホルダーの利便性を向上させることを目的としています。本事業は、3年計画で

の提案ですが、初年度（令和２年度）は、①多言語化、②横断分析を可能とする機能設計、③高等

教育資格承認情報センター（NIC）との連携仕様定義および④普及セミナーを実施しました。本書

は、上記の取り組みの成果をまとめたものです。 



 

なお、本事業の実施にあたっては、一般社団法人 専門職高等教育質保証機構の会員校のご協力

をいただきました。また、多くの専修学校や専門職大学院の実施協力もいただきました。この場を

借りて厚くお礼申し上げます。 

 

 

 

令和3年3月 

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 

ポートレート事業 実施委員会 

委員長  川口 昭彦 
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1  本事業の概要 

 

▼本事業の目的 

 専修学校職業実践専門課程制度の発足およびその後のフォローアップにより、専修

学校の情報公開は徐々に進みつつある。しかし、この制度では公開の「様式」が定め

られているものの、情報の管理・提供方法が学校に任されているため、ステークホル

ダーから見た利便性が高いとはいえない。本事業の第一の目的は、大学等において一

般的になりつつある「大学ポートレートシステム」なども参照しながら、利用側・学

校側双方にとって有用で、職業実践専門課程制度の趣旨に叶った情報システムのあり

方を研究し、開発することである。  

 

▼本事業の背景 

 現状では、職業実践専門課程に求められている情報公開・提供の「様式」は表計算

ソフトのファイルであるため、一般市民、高校生、保護者、行政機関などの利用者か

ら見た場合、次のような問題が生じている。  

 

① ホームページに公開する場所は学校の判断に委ねられているため、検索が容易で

ない。 

② 公開される情報が、年度ごと・課程ごとに一つのファイル形式であるため、課程

間比較、時系列比較がしにくい。  

③ ほとんどの場合公開される情報が PDF 形式であるため、数値としての活用がし

にくい。 

④ 様式は決まっているが、自由度の高い項目も多く、学校間の統一感に乏しい。  

 

 一方、大学の場合、認証評価制度の開始をきっかけに、大学等の情報公開に対する

姿勢が変化し、ホームページ等の上に公開される情報の量は飛躍的に増加した。その

後、情報公開の標準化を求める各方面からの声に応え、2014 年 10 月には「大学ポー

トレート」を通じた情報公開の仕組みがスタートした。しかし、この仕組みは、「公開

項目の自由度が高い」「参加に義務がないため、特に私立大学では普及していない」「大

学にとってホームページを編集することと二重手間になっている」等の諸問題があり、

普及しているとはいえない。 

 このような現状の下、わが国が 2017 年 12 月に批准した「高等教育の資格の認証に

関するアジア太平洋地域規約（東京規約）」に基づき、2019 年 9 月に「高等教育資格

承認情報センター（NIC）」がスタートし、合わせて、わが国すべての高等教育機関を

検索することができる情報システム（以下「NIC システム1」）もスタートしたことか

 
1 https://www.nicjp.niad.ac.jp/ 
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ら、高等教育機関に関する標準的な情報公開システムに対するニーズが飛躍的に高ま

っている。 

 この点、職業実践専門課程の基本情報の公開制度は、文部科学省によって公開項目

が標準的に設定されている点で、利用者から見れば、大学よりむしろ優れた制度とな

っており、これをデータベースシステム化することは、当を得た取組であるといえる。  

 

▼本事業の取組概要 

 本事業は、令和元年度において作成した「職業実践専門課程ポートレートシステム」

（以下「ポートレート」）のプロトタイプをベースに、情報公開ニーズに応えるための

機能を付加し、専門学校に関わるステークホルダーの利便性を向上させるためのもの

である。本事業ではその趣旨にかなうものとして次のような取組を進める。  

 

①多言語化 

 NIC システムは日英対応となっており、このシステムとのリンクは、ポートレー

トの多言語化を必須としている。この認識の下、本事業では初年度と 2 年目におい

て、日英対応、日中対応を進める。  

 

②付加機能開発 

 データベースシステムであることのメリットを活かすために、プロトタイプシス

テムにおいてはすでに、一つの認定課程における時系列比較機能を開発・実装した。

今後は、異なる認定課程・認定校間の比較を可能とするなど、利用者の利便性向上

を図る付加的機能の開発を進める。  

 

③NIC システムとの連携 

 NIC システムを利用すれば、すべての専修学校に関する学校名・学科名などの基

本的情報を検索できる。現在、職業実践専門課程の認定の有無も識別可能になって

いる。そこで本事業では、NIC システムにおける検索結果をベースに、ポートレー

トへのシームレスなリンクを可能とする仕組みを構築する。初年度はその仕様を定

義し、2 年目以降開発・実装を進める。 

 

④データの充実と普及・促進 

 現状、プロトタイプにおいては、実施協力校十数校の 2～3 年分のデータが収め

られている。ポートレートが専門学校のステークホルダーにとってより有用なもの

となるために、当初の 2 年間は本事業の中でデータの充実を図るとともに、2 年目

以降は、職業実践専門課程認定校が自力でデータエントリーを進めるための普及・

促進活動を、合わせて進めていく。  
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 なお、本事業は 3 年計画であり、年次計画は次のとおりである。  

⚫ 1 年目（今年度） 

令和元年度事業2で作成したポートレートを多言語化（日英・日中）し、横断的分析

機能等の付加機能の開発に着手する。また、NIC システムとの連携仕様を明確にし

て 2 年目以降の開発・実装につなげるとともに、データの充実を図るなど、ポート

レートの普及・促進を図る。 

⚫ 2 年目 

初年度に行った多言語化の内容を検証し、中国語等の言語にも本格的に対応させる。

また、初年度に定義した仕様に基づき、NIC システムとの連携機能を開発・実装す

るとともに、参加校による更なるデータの充実のために一層の普及・促進を図る。 

⚫ 3 年目（最終年度） 

2 年目までの成果をもとに、学校および高等学校関係者等の利用者を対象とした大

規模な利用実態調査を実施し、ポートレートの恒久的普及のために必要なフロント

エンド機能を開発する。 

 

 

 

図 1-1 事業実施の年次計画 

 

 

  

 
2 令和元年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」の中で実施された「職業実践

専門課程に相応しいポートレートシステムの要件定義」事業  
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 本事業の最終的な姿は図 1-2 のとおりシンプルなもので、この姿を目指して 3 年間

の取組を続け、年度ごとに成果物を順次アウトプットしていく。  

 

 

図 1-2 3 年後の姿 

 

 

 

▼1 年目のアウトプット 

ポートレートシステム（2020 バージョン） 

日英中対応、検索・表示機能、時系列分析機能、エクスポート機能、付加機能  

活用マニュアル・編集マニュアル（2020 バージョン） 

基本情報等のデータ充実 

事業成果報告書 

 

▼2 年目のアウトプット 

ポートレートシステム（2021 バージョン） 

日英中対応、検索・表示機能、時系列分析機能、横断分析機能、  

エクスポート機能、付加機能 

活用・編集マニュアル（2021 バージョン） 

活用・編集講座（オンライン学習）（2021 バージョン） 

基本情報等のデータ充実 

事業成果報告書 



5 

 

▼3 年目のアウトプット 

ポートレートシステム（2022 バージョン） 

日英中対応、検索機能、表示機能、時系列分析機能、横断分析機能、エクスポー

ト機能、付加機能、フロントエンド機能  

活用・編集マニュアル（2022 バージョン） 

活用・編集講座（オンライン学習）（2022 バージョン） 

基本情報等のデータ充実 

事業成果報告書 

 

 当機構からは、本事業を含めて次の三つの事業を提案している。  

A FD・SD（授業改善・業務改善）をテーマとして、  

  体系的な教職員研修プログラムの実用化に向けた改善・普及・展開  

B 学修成果をテーマとして、 

  学校評価の充実等を目的とした資格枠組の共有化・職業分野別展開と  

  その有用性の検証 

C 情報公開をテーマとして 

  職業実践専門課程版ポートレートの構築（ポートレート事業）（本事業）  

 

 三つの提案事業は、職業実践専門課程の質保証・向上に直接・間接に貢献しようと

する意味において共通性があることはもとより、A～C の各事業は互いの成果を相乗

的に高め合う位置づけにあるといえる（次図参照）。  

 さらに、委託事業を進めるにあたっては、共通の協力校を設定した試行・実験講座

等を行うことや、委員会や成果報告会の合同開催によって、質保証・向上活動の相乗

的推進や旅費の節減などを期待できる。  
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図 1-3 三つの提案事業 
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2  本年度事業の実施内容 

 

 令和２年度事業は３年計画の初年度として、令和元年度文部科学省委託事業3の成果

であるポートレートのプロトタイプをベースに、以下を実施した。 

 

① 多言語化 

 多言語対応アプリを利用し、ポートレートに動的に表示される各専門学校データ

の多言語化を実現した。本年度事業では英訳および中訳に対応した。 

 

② 付加機能開発 

 令和元年度事業の成果であるポートレートプロトタイプでは、一つの課程におけ

る時系列的な分析を可能とする機能を実装した。本年度事業では、次の段階として

同分野の他校の他課程と比較する、分野ごとに該当する課程の科目の記述内容をリ

ストアップして比較するといった、横断的機能のニーズを定義し、機能の概要・詳

細に関する設計を行った。 

 

③ NIC システムとの連携 

 現在、NIC システムには、専門学校における職業実践専門課程の認定の有無がす

でに設定されている。従って、NIC システムに、ポートレートに登録されている職

業実践専門課程認定校へのリンクがあれば、より詳細な認定校の情報がスムーズに

閲覧可能となる。しかも、ポートレートは多言語化を実現しているので、NIC シス

テムを英語で閲覧している人にも利便性が高い。本年度事業においては両者の連携

を実現するために、その仕様の確定に取組んだ。 

 

④ データ充実 

 職業実践専門課程の基本情報がもつ情報量は多く、それをポートレートに入力す

るためには時間もかかる。検索システムにとってデータ量とその質は重要なポイン

トであり、機能がいかに優れていてもデータがなければ利用価値の高いシステムで

あるとはいえない。そこで、本年度事業の中で、できるかぎり多くの学校・課程の

情報を入力するとともに、今後、データ管理を職業実践専門課程認定校自身に行っ

てもらえるようにシステム改変を行った。  

 

⑤ 普及セミナー実施 

 ポートレートの認知度を向上させるために、そのメリットを紹介するセミナーを

実施する予定であったが、コロナ禍の影響で人を集めてのセミナーは実施すること

 
3 令和元年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」の中で実施された「職業実践

専門課程に相応しいポートレートシステムの要件定義」事業  
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はできなかった。そこで、オンラインを利用したセミナーを実施することにした。 

 

 以下、章を変えて、詳細に報告する。  
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3  多言語化 

 

 外国人留学生が日本の専門学校を調べるとき言葉の問題は大きい。留学の目的があ

る以上、ある程度の日本語能力は持つものの母国語、またはそれに準じた言語で表記

されていた方がより理解しやすいのは当然である。本年度事業では、多言語対応のア

プリケーションを選定、導入して、ポートレート上の各専門学校の職業実践専門課程

関連の情報を動的に翻訳し、Web ページの多言語化を実現した。本年度事業では、英

訳および中訳(簡体字、繁体字)に対応している。 

 また、NIC システムは日英対応となっており、このシステムとの連携を実現するた

めにもポートレートの多言語化は必須である。 

 

3.1  自動翻訳システムの選定・導入 

ポートレートで利用者に対して表示されるページの内容は、定型的な項目名とその

値である。項目名はあらかじめ翻訳結果を登録しておけば誤訳はない。値のうちテキ

ストデータについては、定型的な言葉が含まれるので、これも翻訳結果を登録するこ

とで誤訳を回避できる。 

したがって、翻訳の対象は専ら学校がオリジナルに作成する文が中心となるが、日

本語の文章として比較的適切なものが入力されていると推察でき、ソフトウェアによ

る自動翻訳(機械翻訳)であっても誤訳は多くないと思われる。実際、そのような翻訳

で多言語化されている Web ページも数多く実績があり、本事業でもその方式で多言

語化を行った。 

 

 

図 3-1 Web ページ多言語化イメージ(立教大学のホームページの例) 

 

ポートレートは、次のような環境で動作する Web アプリケーションを利用して、動

的にページを生成している。 

 

日本語 英語 

機械翻訳 
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表 3-1 ポートレートシステムの環境 

種別 使用環境 

サーバ OS Linux 

Web サーバ Apache 

データベース MySQL 

サーバサイドスクリプト PHP 

クライアントサイドスクリプト JavaScript 

ポートレートシステムプログラム  独自開発 

 

ポートレートに似た環境で動作する CMS(content management system)として、

CMS のデファクトスタンダードとなりつつある「WordPress4」がある。 

「WordPress」が動的に翻訳できる多言語対応アプリであれば、ポートレートの動

的な翻訳も可能であろうと推測し、複数の開発元にヒアリングした。  

「WordPress」以外の独自開発プログラムでも動作し、多くの言語に対応可能とい

うヒアリング結果が得られたのは、「WOVN.io5」のみであったことから、ポートレー

トで使用する多言語対応アプリは、「WOVN.io」を採用した。 

 

多言語対応アプリとして「WOVN.io」を利用した場合の動作概要を示す。 

① 日本語でページを表示 

② 表示したページを「WOVN.io」サーバに送信 

③ 表示したページのコンテンツを「WOVN.io」サーバ上のデータベースに保存  

④ 「WOVN.io」サーバ上のデータベースに保存したページのコンテンツを機械翻

訳 

⑤ 機械翻訳した結果を「WOVN.io」サーバ上のデータベースに保存 

⑥ 日本語以外の言語の表示が要求された場合は、「WOVN.io」サーバ上のデータベ

ースに保存された機械翻訳結果を表示 

 

 

 
4 https://wordpress.com/ja/ 
5 https://wovn.io/ja/ 
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図 3-2 多言語対応アプリの動作概要 

  

① 日本語でページを表示 

② 表示したページを「WOVN.io」

サーバに送信 

③ 表示したページのコンテン

ツを「WOVN.io」サーバ上の

データベースに保存 

こんにちは Hello ④ 「WOVN.io」サーバ上のデ

ータベースに保存したペー

ジのコンテンツを機械翻訳 

⑤ 機械翻訳した結果を 

「WOVN.io」サーバ上のデータ

ベースに保存 

⑥ 日本語以外の言語の

表示が要求された場

合は、「WOVN.io」サ

ーバ上のデータベー

スに保存された機械

翻訳結果を表示 
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3.2  誤訳への対応 

 機械翻訳だけを利用した場合、誤訳を完全にゼロにすることは不可能であり、機械

翻訳による誤訳は、人間の手による修正が必要である。誤訳の代表的パターンとその

修正方法を示す。 

 

⚫ 機械翻訳の解釈の誤りによる誤訳 

人間の目視により誤訳箇所を見つけ、発見した誤訳については、翻訳結果のデー

タベースを手動で正しい翻訳結果に修正する。 

 

⚫ 固有名詞に対する翻訳が固定的に決められている場合(学校名の翻訳等) 

固有名詞に対応する固定的な翻訳結果を事前に「用語集」に登録することで、機

械翻訳を実行する際に「用語集」に存在する用語については対応する翻訳結果に

自動的に置換する。 

 

 具体的な修正の手順は巻末資料の「ポートレート翻訳修正手順」に記載する。  

 

 

3.3  翻訳画面の表示 

 日本語を英語、中国語(繁体字、簡体字)に翻訳した画面を示す。右下に表示される

「言語切り替えウィジェット」をクリックし、翻訳したい言語を選択することで翻訳

画面が表示される。 

 操作としては直感的にわかりやすく、簡単に日本語、英語、中国語(繁体字)、中国語

(簡体字)への切替えができる。 
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図 3-3 日本語画面 

 

 

 言語切替えウィジェットで English を選択すると英語画面が表示される。  

 

図 3-4 英語画面 
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 言語切替えウィジェットで繁体中文を選択すると中国語(繁体字)画面が表示される。 

 

図 3-5 中国語(繁体字)画面 

 

 言語切替えウィジェットで簡体中文を選択すると中国語(簡体字)画面が表示される。 

 

図 3-6 中国語(簡体字)画面 
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 言語切替えウィジェットで日本語を選択すると日本語画面が表示される。  

 

図 3-7 日本語画面 
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4  付加機能の開発 

 

 データベースシステムであることのメリットを活かすために、ポートレートにおい

ては一つの認定課程における時系列比較機能をすでに開発・実装している。本年度で

は、異なる認定課程・認定校間の比較を可能とするなど、利用者の利便性向上を図る

付加的機能の開発を進めた。 

 また、NIC システムを利用すれば、すべての専修学校に関する学校名・学科名など

の基本的情報を検索できる。職業実践専門課程としての認定の有無も識別可能になっ

ている。そこで本事業では、NIC システムにおける検索結果をベースに、ポートレー

トへのシームレスなリンクを可能とする仕組みを構築する。初年度はその仕様を検討

し、2 年目以降開発・実装を進める。 

 

4.1  横断分析機能の要件定義 

 横断分析機能の要件定義を行った。ポートレートに実装するのは、来年度の予定で

ある。 

4.1.1 横断的分析の事例調査 

 学校や企業を 1 レコードとした情報提供的なデータベースシステムについて調査し

た。対象は、代表的な専門学校の進学情報検索サイト等とし、主に、検索の条件項目、

その条件項目の設定方法、検索結果の表示などを調査した。  

 その結果、横断分析機能を設計する上で参考になった点は、以下のとおりである。  

⚫ 都道府県や資格など、同項目で複数の値が条件として選択可能である 

⚫ 数値項目では、あらかじめいくつかの範囲が決められていてそこから選択する  

⚫ 区分が異なる条件は AND 検索になる 

⚫ 検索結果に対して、さらに条件を加えて検索が行える 

⚫ 検索結果は条件に合った学科が含まれる専門学校が表示される 

 

4.1.2 職業実践専門課程の別紙様式 4 

 ポートレートのデータは職業実践専門課程の別紙様式 4 をもとにしている。別紙様

式 4 の項目を整理した。 
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図 4-1 職業実践専門課程 別紙様式 4 

 

【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数

○○○○ ② 　　○○人 　　　○○人

人 0 0 0 0
人 0 0 0 0

0 0 0 0

％

■卒業者に占める就職者の割合

％

（平成 30

0 名 0 ％

■中退防止・中退者支援のための取組
○○○○○

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有・無
※有の場合、制度内容を記入

■専門実践教育訓練給付：　　　　　給付対象・非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　有・無
※有の場合、例えば以下について任意記載
（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

平成30年4月1日時点において、在学者○○名（平成30年4月1日入学者を含む）

平成31年3月31日時点において、在学者○○名（平成31年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由

○○○○○

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ

0

■就職率　　　　　　　： ○

令和1年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
○○○○○

■卒業者数　　　　　　： ○
■就職希望者数　　　： ○

■主な就職先、業界等（平成３０年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

○○○○○ （平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③の
いずれかに該当するか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得す
るもの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

： ○
■その他
・進学者数：　　　　　　　　　　　　○人
・○○○○○

年度卒業者に関する

■就職者数　　　　　　： ○ 人

長期休み

■学年始：○月○日～○月○日
■夏　 季：○月○日～○月○日
■冬　 季：○月○日～○月○日
■学年末：○月○日～○月○日

卒業・進級
条件

○○○○○

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 （例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会
等
○○○○○

○○○○○

■サークル活動： 有

学期制度
■１学期：○月○日～○月○日
■２学期：○月○日～○月○日
■３学期：○月○日～○月○日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
○○○○○

○○人 ○○人 ○○人 ○○人 ○○人 ○○人

○○ ○○
時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

0 0
○○ ○○ ○○ ○○

認定年月日 平成○年○月○日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

0 ○○専門課程 ○○科
平成○年文部科学省

告示第○号
平成○年文部科学省

告示第○号

学科の目的 ○○○○

03-6734-2939
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人○○学園 平成25年3月1日 ○○○○
〒123-1234
東京都千代田区霞が関３－２－２

（電話）

○○専門学校 平成25年4月1日 ○○○○
〒123-1234
東京都千代田区霞が関３－２－２

（電話） 03-6734-2939

（別紙様式４）

令和　年　月　日※１
（前回公表年月日：平成　年　月　日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地
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⚫ ポートレートですでに検索項目となっている項目 

 図中の長破線枠で囲った項目は、令和 2 年 9 月現在ですでに検索項目となって

おり、条件を指定できる。具体的には、年度、分野、地域と都道府県は選択式、

学校名、学科名、認定課程名はキーワード検索、専門士・高度専門士の称号、ク

ラス担任、学校独自の奨学金・授業料等減免制度、専門実践教育訓練給付対象、

民間の評価機関等からの第三者評価実施は有無や ON・OFF のスイッチ式である。 

 

⚫ 数値項目 

 数値項目は、図中の実線枠で囲った項目で、修業年限、全課程の修了に必要な

総授業時数又は総単位数、講義(時数又は総単位数)、演習(時数又は総単位数)、

実習(時数又は総単位数)、実験(時数又は総単位数)、実技(時数又は総単位数)、

生徒総定員、生徒実員、留学生数（生徒実員の内数）、専任教員数、兼任教員数、

総教員数、卒業者数、就職希望者数、就職者数、就職率、卒業者に占める就職者

の割合、進学者数、中途退学者数、中退率がある。 

 

⚫ 制度等の有無を示す項目 

 制度等の有無を示す項目は、専門士、高度専門士、成績表、クラス担任制、サ

ークル活動、学校独自の奨学金・授業料等減免制度、専門実践教育訓練給付、民

間の評価機関等から第三者評価があるが、すでに検索項目として実装されており、

残るのは図中の点線枠で囲った成績表とサークル活動である。 

 

⚫ 検索条件にはならないがリストアップしたい主要な項目 

 検索条件にはならないが、学校を選定するうえで知りたい、比較したい主要な

項目がある。たとえば、教育課程編成方針、教育課程編成委員会開催実績、企業

連携授業方針・実績、企業連携 FD 方針・実績、学校関係者評価方針・実績、情報

提供方針などがある。これらは、職業実践専門課程の基本情報(令和元年度様式)

の別紙様式４（２）にある。 
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図 4-2 職業実践専門課程 別紙様式 4（２） 1 ページ目 
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図 4-3 職業実践専門課程 別紙様式 4（２） 2 ページ目 
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図 4-4 職業実践専門課程 別紙様式 4（２） 3 ページ目 

 

 

 

4.1.3 現在のポートレートの検索機能 

 現在のポートレートでは、設置者検索、学校検索、学科検索ができる。 
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現在の設置者(学校法人)検索の画面を示す。 

 

 

図 4-5 設置者検索条件設定画面 

 

 

図 4-6 設置者検索の結果画面 

 

設置者検索は、年度、設置者(学校法人)、地域・都道府県などの条件が指定でき、該

当する設置者一覧が表示される。 

 

  



23 

現在の学校検索の画面を示す。 

 

 

図 4-7 学校検索条件設定画面 

 

 

図 4-8 学校検索の結果画面 

 

学校検索は、年度、設置者(学校法人)、学校名、地域・都道府県などの条件が指定で

き、該当する学校一覧が表示される。 
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現在の学科検索画面を示す。 

 

 

図 4-9 学校検索条件設定画面 

 

 

図 4-10 学校検索の結果画面 

 

 学科検索は、年度、認定課程名、学校、分野、地域・都道府県などの条件を指定で

き、該当する学科が専門学校とともに一覧表示される。 

  



25 

4.1.4 現在の時系列分析機能 

 現在のポートレートシステムでは、時系列変化表として指定年度を含む過去 5 年間

の「生徒総定員」「生徒実員」「留学生数」「卒業者数」「就職希望者数」「就職者数」「進

学者数」の値が表示される。また、時系列変化グラフ(折れ線グラフ)として「生徒総

定員、生徒実員」「留学生数」「卒業者数、就職希望者数、就職者数」「進学者数」の 4

つが表示される。 

 

 

図 4-11 時系列変化表 
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図 4-12 時系列変化グラフ   
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4.1.5 横断分析のための検索機能 

 専門学校の検索サイトを調査したが、検索条件の指定は多種多様であって充実して

いる。しかし、検索結果は専門学校の一覧が表示されるだけなので、たとえば学科の

定員を比較したい、というときに直接は比較できない。職業実践専門課程は学科単位

での認定なので、学科情報を直接比較する表示が可能である。設置者検索で設置者一

覧を、学校検索で学校一覧を、学科検索で学校ごとの学科一覧を表示する今までの機

能はそのまま維持し、以下のような横断分析のための検索機能を追加する。 

 

▼ 横断分析のための検索条件設定と結果画面 

 各項目に設定できる条件と結果画面への表示は、以下のようにする。 

 

表 4-1 横断分析のための検索条件設定と結果表示 

No. 項目 

条件指定 出力(表示)  

条件タイプ 
条件値と 

インタフェース 
選択 表種別 備考 

1 年度 択一 西暦年 (過去数年

～今年 )をリスト表

示 

可 すべて 

 

2 分野 複数選択可  工業～文化・教養

をチェックボックス表

示 

可 基本情報 1 

 

3 地域と都道府県は選

択式 

複数選択可  地域、都道府県を

チェックボックス表示  

可 基本情報 1 

(都道府県名出力 ) 

 

4 設置者コード 完全一致 テキストボックス 可 基本情報 1  

5 設置者 部分検索 テキストボックス 可 基本情報 1  

6 学校コード 完全一致 テキストボックス 可 基本情報 1  

7 学校名 部分検索 テキストボックス 可 すべて  

8 所在地 部分検索 テキストボックス 可 基本情報 1 

 

9 学科コード 完全一致 テキストボックス 可 基本情報 1  

10 学科名 部分検索 テキストボックス 必須 すべて  

11 認定課程名  部分検索 テキストボックス 可 基本情報 1  

12 専門士 On・Off チェックボックス 可 基本情報 2  

13 高度専門士  On・Off チェックボックス 可 基本情報 2  

14 クラス担任  On・Off チェックボックス 可 基本情報 2  

15 学校独自の奨学金・

授業料等減免制度  

On・Off チェックボックス 可 基本情報 2  
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16 専門実践教育訓練

給付対象 

On・Off チェックボックス 可 基本情報 2  

17 民間の評価機関等

からの第三者評価実

施 

On・Off チェックボックス 可 基本情報 2  

18 成績表 On・Off チェックボックス 可 基本情報 2  

19 サークル活動  On・Off チェックボックス 可 基本情報 2  

20 修業年限 択一 修業年限 (1～4)を

リスト表示  

可 授業数等  

21 全課程の修了に必要

な総授業時数又は

総単位数 

-  可 授業数等  

22 講義 (時数又は総単

位数) 

-  可 授業数等  

23 演習 (時数又は総単

位数) 

-  可 授業数等  

24 実習 (時数又は総単

位数) 

-  可 授業数等  

25 実験 (時数又は総単

位数) 

-  可 授業数等  

26 実技 (時数又は総単

位数) 

-  可 授業数等  

27 生徒総定員  下限～上限  数値 可 生徒数・教員数  グラフ化可能  

28 生徒実員 下限～上限  数値 可 生徒数・教員数  グラフ化可能  

29 留学生数（生徒実員

の内数） 

下限～上限  数値 可 生徒数・教員数  グラフ化可能  

30 専任教員数  下限～上限  数値 可 生徒数・教員数  グラフ化可能  

31 兼任教員数  下限～上限  数値 可 生徒数・教員数  グラフ化可能  

32 総教員数 下限～上限  数値 可 生徒数・教員数  グラフ化可能  

33 卒業者数 下限～上限  数値 可 就職等状況  グラフ化可能  

34 就職希望者数  -  可 就職等状況  グラフ化可能  

35 就職者数 -  可 就職等状況  グラフ化可能  

36 就職率 下限～上限  数値 可 就職等状況  グラフ化可能  

37 卒業者に占める就職

者の割合 

下限～上限  数値 可 就職等状況  

 

38 進学者数 下限～上限  数値 可 就職等状況  グラフ化可能  

39 中途退学者数  - 

 

可 就職等状況  グラフ化可能  
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40 中退率 下限～上限  数値 可 就職等状況  グラフ化可能  

41 教育課程編成方針  -  可 主要な項目   

42 教育課程編成委員

会開催実績  

-  可 主要な項目   

43 企業連携授業方針・

実績 

-  可 主要な項目   

44 企業連携 FD 方針・

実績 

-  可 主要な項目   

45 学校関係者評価方

針・実績 

-  可 主要な項目   

46 情報提供方針  - 

 

可 主要な項目   

 

 検索結果の表示は出力(表示)で選択した項目のみとし、画面の大きさの制限から表

種別に指定された「基本情報 1」「基本情報 2」「授業数等」「生徒数・教員数」「就職等

状況」「主要な項目」の表に分けて表示する。表に含まれる項目が一つも選択されなか

ったときには、その表は表示しない。 

 備考欄にグラフ化可能との記載がある項目については、検索結果の学科が 10 学科

以下の場合に限り、その項目データを棒グラフ表示する。 

 また、これらのデータは CSV としてダウンロード可能とする。その場合は表種別の

ように行を分けたりせずに 1 行 1 学科とする。ダウンロードしたデータは自由に加工

でき、きめ細かい分析が可能となる。 

 

検索結果表示画面の列のイメージは以下のとおりである。 
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基本情報 1 

年度 分野 都道府

県 

設置者

コード 

設置者 学 校 コ

ード 

学校名  所在地 学 科 コ

ード 

学科名  認定課

程名 

 

基本情報 2 

年度 学校名 学科名 専門士 高度専

門士 

クラス担

任 

学 校独

自 の 奨

学 金 ・

授 業 料

等 減免

制度  

専門実

践教育

訓練給

付対象 

民 間 の

評価機

関 等 か

ら の 第

三者評

価実施 

成績表  サ ー ク

ル活動 

 

授業数等 

年

度 

学校名 学科名 修業年

限 

全課程の

修了に必

要な総授

業時数又

は総単位

数 

講義 (時

数 又 は

総 単 位

数) 

演習 (時

数 又 は

総 単 位

数) 

実習 (時

数 又 は

総 単 位

数) 

実験 (時

数 又 は

総 単 位

数) 

実技 (時

数 又 は

総 単 位

数) 

 

生徒数・教員数 

年度 学校名 学科名 生徒総定

員 

生徒実員 留学生数

（生徒実員

の内数） 

専任教員

数 

兼任教員

数 

総教員数 

 

就職等状況 

年

度 

学校名 学科名 卒業者

数 

就 職 希

望者数 

就 職 者

数 

就 職

率 

卒 業 者 に

占 め る 就

職 者 の 割

合 

進学者

数 

中途退

学者数  

中退率 

 

主要な項目 

年

度 

学校名 学科名 教育課程

編成方針 

教育課程編

成委員会開

催実績 

企 業 連 携

授業方針・

実績  

企 業 連 携

FD 方針・実

績 

学 校 関 係

者 評 価 方

針・実績 

情報提供

方針 

 

図 4-13 検索結果表示画面 

 

 ある条件で抽出された結果画面、およびグラフ表示の例を示す。 

この例では、出力する列は「学校名」「生徒総定員」「生徒実員」「留学生数」を選択し

たものとする。「学科名」は必ず表示される。表種別は生徒数・教員数である。 



31 

No. 年度 学校名 学科名 生徒総定員 生徒実員 留学生数 

1 2019 A 専門学校 IT ビジネス学科 160 137 20 

2 2019 B 専門学校 ゲーム CG 学科 35 35 0 

3 2019 B 専門学校 Web クリエイター科 30 21 2 

4 2019 C 専門学校 情報処理学科 100 88 11 

5 2019 C 専門学校 マルチメディア科 50 50 14 

 

 

 

 

図 4-14 検索結果画面とグラフ 

 

▼ 層別分析のための指定 

 上記、表 4-1 の条件指定で抽出した学科データについて、層別分析ができる。「年度」

「分野」「都道府県」「学校名」「認定課程名」の 5 項目から一項目を層別項目として選

択する。層別の分析対象となる項目および集計方法は表 4-2 の層別対象項目欄のとお

りである。 

 

表 4-2 層別分析 

No. 項目 層別項目 層別対象項目  備考  

1 年度 層別項目   
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2 分野 層別項目   

3 地域と都道府県は選択式  層別項目   

4 設置者コード    

5 設置者    

6 学校コード    

7 学校名 層別項目   

8 所在地    

9 学科コード    

10 学科名    

11 認定課程名  層別項目   

12 専門士    

13 高度専門士     

14 クラス担任   On の割合  

15 学校独自の奨学金・授業料

等減免制度  

 On の割合  

16 専門実践教育訓練給付対

象 

 On の割合  

17 民間の評価機関等からの第

三者評価実施  

 On の割合  

18 成績表  On の割合  

19 サークル活動   On の割合  

20 修業年限    

21 全課程の修了に必要な総授

業時数又は総単位数  

 平均   

22 講義(時数又は総単位数)  平均   

23 演習(時数又は総単位数)  平均   

24 実習(時数又は総単位数)  平均   

25 実験(時数又は総単位数)  平均   

26 実技(時数又は総単位数)  平均   

27 生徒総定員   平均   

28 生徒実員  平均   

29 留学生数（生徒実員の内数）  平均   

30 専任教員数   平均   

31 兼任教員数   平均   

32 総教員数  平均   

33 卒業者数  平均   
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34 就職希望者数   平均   

35 就職者数  平均   

36 就職率    

37 卒業者に占める就職者の割

合 

   

38 進学者数  平均   

39 中途退学者数   平均   

40 中退率  平均   

41 教育課程編成方針     

42 教育課程編成委員会開催

実績 

   

43 企業連携授業方針・実績     

44 企業連携 FD 方針・実績     

45 学校関係者評価方針・実績     

46 情報提供方針     

 

 

 検索結果が以下のデータであるとき、都道府県で層別分析したデータ、およびグラ

フ化の例を示す。層別分析データの「生徒総定員」「生徒実員」「留学生数」は各層の

平均となる。 
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図 4-15 層別分析の例  

No. 年度 都道府県 学校名 学科名 生徒総定員 生徒実員 留学生数 

1 2019 東京都 A 専門学校 IT ビジネス学科  160 83 20 

2 2019 大阪府 B 専門学校 ゲーム CG 学科 35 35 0 

3 2019 大阪府 B 専門学校 Web クリエイター科  30 21 2 

4 2019 福岡県 C 専門学校 情報処理学科  100 88 11 

5 2019 福岡県 C 専門学校 マルチメディア科  50 50 14 

： ： ： ： ： ： ： ： 

都道府県 生徒総定員 生徒実員 留学生数 

東京都 125 91 18 

大阪府 88 69 11 

福岡県 75 69 13 

神奈川県 55 50 3 

愛知県 87 64 12 

埼玉県 77 60 24 

千葉県 97 76 32 

京都府 54 32 4 

広島県 101 87 23 

層別分析データ 

検索結果データ 

層別グラフ 
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4.2  NIC システムとの連携仕様定義 

 

4.2.1 NIC システムとの連携の意義 

 アジア太平洋地域において、締約国間が相互に高等教育資格を承認・評定する枠組

みを整えることにより、国際的な学生及び研究者の流動性の促進を目的とした高等教

育の資格の承認に関する「アジア太平洋地域規約(東京規約)6」を、日本政府は 2017 年

12 月に締結し、同規約は 2018 年 2 月に発効した。締約国には、主に自国の高等教育

情報を発信する国内情報センターを設立することが求められており、独立行政法人大

学改革支援・学位授与機構(略称 NIAD)7内に開設したのが「高等教育資格承認情報セ

ンター（英語名称：National Information Center for Academic Recognition Japan）」、

略称 NIC8である。 

 現在、同センターが管理運用する NIC システムでは、国内の高等教育機関の情報が

整備され、専門学校(専門課程を置く専修学校)についても NIAD が調査・収集したす

べての専門学校の基本的な情報が検索できるようになっている。日本の高等教育機関

の情報を一元管理するという点で NIC システムは利便性が高く、また英語対応もされ

ており国際的にも活用されやすい。 

 このようなシステムとシームレスに接続し、ポートレートが持つ職業実践専門課程

の情報を提供することで、専門学校に関わるステークホルダーの利便性の向上に寄与

できると確信する。 

 

4.2.2 NIC システムとポートレートの連携 

 現在のところ想定される連携は、一方向、すなわち、NIC システムによって検索さ

れた職業実践専門課程認定校の情報に、本ポートレートの当該学校へのリンク情報を

設定することを基本としたものである。 

 

 

 

 

 

 

図 4-16 NIC システムとポートレートの関係 

 

 
6 https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shitu/1399120.htm 
7 https://www.niad.ac.jp/ 
8 https://www.nicjp.niad.ac.jp/ 

NIC システム 

職業実践専門課程 

認定校の情報 

ポートレート 

職業実践専門課程 

認定校の情報 

呼び出す 
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 この連携を実現するには、NIC システムにおける改編が必要で、本年度事業におい

てはまずその仕様の確定を目標に取り組む。  

 NIC システムからポートレートを呼び出すには、NIC システム側に少なくとも以下

の情報を設定する必要がある。 

 

① ポートレートを呼び出す 

② 表示する専門学校を指定する 

 

 ①はポートレートの URL を、②はポートレートの仕様から、一つの専門学校を一

意に認識するために必要な設置者コードと学校コードを設定すればよい。したがって、

ポートレートの URL にパラメータとして設置者コードと学校コードを付加したもの

を NIC システム側に設定すればよい。なお、②の専門学校を一意に特定する設置者コ

ードと学校コードは、ポートレート側から NIC システム側に通知する必要がある。 

 また、ポートレート側では、NIC から渡された②から、該当する専門学校の情報を

表示するように機能を追加する必要がある。 

 

4.2.3 連携の基本動作 

 NIC システムで専門学校を検索したときの画面、および NIC システムから呼び出

されたときに表示するポートレートの現在の画面は、以下のとおりである。ポートレ

ート側で表示する画面は、学校情報画面と学科情報画面の 2 つが考えられる。 

 NIC システムでは、専門学校の学校基本情報の学科一覧に、職業実践専門課程認定

の有無を表す列が新設されている。この画面でポートレートへのリンクを設定する位

置と、表示するポートレートの画面を組み合わせると 3 つのパターンがある。 

 

(１) 職業実践専門課程の認定を受けた学科があるときは、学校の基本情報の「付

与する資格」欄に「職業実践専門課程認定校」を追記し、そこにポートレート

の学校情報が表示されるリンクを設定する。 

(２) 学科一覧に新設された「職業実践専門課程認定の有無」欄に、認定されてい

る学科には「有」が表記されているので、そこにポートレートの学校情報が

表示されるリンクを設定する。 

(３) 学科一覧に新設された「職業実践専門課程認定の有無」欄に、認定されてい

る学科には「有」が表記されているので、そこにポートレートの職業実践専

門課程の認定学科情報が表示されるリンクを設定する。 
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図 4-17 連携の基本動作  

学科情報 学校情報 

ポートレート 

 

 

ABC 

職業実践専門課程
認定の有無 

有  

NIC システム 

専門学校検索 

学校基本情報 
職業実践専門課程認定校  

(1) 

(3) (2) 
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 職業実践専門課程の認定は学科単位であることから、ポートレートで表示する画面

は職業実践専門課程の認定学科情報の(3)がよいと思われるが、そうすると、前節で述

べた NIC システムからポートレートを呼び出すときの情報は、追加する必要がある。 

 

① ポートレートを呼び出す(前章で述べた) 

② 表示する専門学校を指定する(前章で述べた) 

③ 表示する学科を指定する(追加) 

 

 ③が追加となる。学科は設置者コードと学校コードで一意に決まる学校の中におい

て、学科コードで識別できる。したがって、上記(3)を実現するには、URL にパラメー

タとして設置者コードと学校コードと学科コードを付加したものを NIC システム側

に設定すればよい。なお、②③の専門学校・学科を一意に特定する設置者コードと学

校コードと学科コードは、ポートレート側から NIC システム側に通知する必要があ

る。 

 また、ポートレートでは、年度ごとに職業実践専門課程の情報を追加しているので、

一つの学科に数年分の情報が蓄積されている。表示する年度はパラメータにせずに、

ポートレート側で最新の年度データを検索して、それを表示することとする。 

 

 この連携を実現するには NIC との協議が必要であり、上記(1)～(3)のうち、どの方

法を選択するかなども含めて十分に詳細をつめ、両者の同意のもと、開発を進めてい

かなければならないが、なるべく早く連携できるように努めていきたい。 
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5  ポートレートの普及・促進 

 

 ポートレートの機能面では、多言語化の実現や、横断的分析機能や NIC システムと

の連携の要件定義など、充実を図ってきた。しかし、ポートレートはあまり利用され

ていない。それを打開するべく、本年度はデータを充実させるとともに、ポートレー

トの有用性をアピールするためのセミナーも実施した。 

 

5.1  データの充実 

 全国的に見て、まだポートレートの認知度は低く、十分に活用されていない。その

原因の一つに、蓄積データの量が少ない、ということが挙げられる。実施協力校十数

校にはデータが入力・蓄積され、それなりの体裁を保っているが、それ以外の学校に

ついてはほとんどデータが入力されていない。それは、今までデータ入力・チェック・

修正などの一連の作業は事務局が行っており、それほどデータ入力に時間をかけられ

なかったということが一番の理由である。ポートレートを本格的に活用してもらうた

めには、まず、多くの専門学校のデータが蓄積されており、かつ常に最新のデータが

参照できる利用価値の高いシステムであると認識してもらうことが重要である。つま

り、データ量とその鮮度がポートレートの利用促進に大きく影響する。本年度は事業

の中でデータの充実を図り、百数十件のデータを登録したが、当機構だけでは全国の

職業実践専門課程認定校のデータを整備することは到底できない。  

 そこで、自校のデータを管理する仕組みを構築することにした。  

 

5.1.1 自校データの管理 

 最新の情報を反映した職業実践専門課程のデータは、毎年度７月末を基準日として

公表される。毎年公表されるデータをポートレートに入力し、データを最新の状態に

保つには、自校のデータを自ら管理してもらうことが有効である。しかし、現在の仕

組みでは、データ更新の権利を持つユーザ(管理者)は、すべての学校のデータ更新が

できてしまうので、このままでは各校にデータ管理を依頼できない。  
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図 5-1 現在のデータ管理 

 

 そこで、データ操作ができる管理者のアクセス権を見直し、ユーザアカウントを次

のように整理し、細分化した。 

システム管理者 ：システム内のすべての管理権限を有する。  

設置者ユーザ ：所属する設置者(運営する法人)内に限定した権限を有する。 

 

 さらに設置者ユーザを、その権限の範囲によって、3 つに分けた。 

設置者管理者 ：設置者内のすべての管理権限を有する。  

学校管理者 ：特定の学校内に限定した管理権限を有する。 

学科管理者 ：特定の学科内に限定した管理権限を有する。 

 

 つまり、データ入力・修正の点からみると、 

・ 設置者管理者は、自分の設置者(法人)内の設置者データと学校データと学科デ

ータのみ入力・修正できる 

(他の設置者のデータは入力・修正できない) 

・ 学校管理者は、自分の学校内の学校データと学科データのみ修正できる  

(他の学校のデータは修正できない) 

・ 学科管理者は、自分の学科データのみ修正できる  

(他の学科データは修正できない) 

ということになる。 

 

      設置者データ 

学校データ 

学科データ 学科データ 学科データ 

学校データ 

 

学科データ 

学校データ 

 データ管理が可能であることを表す 

 設置者データ 

管理者 ： すべてのデータにアクセスできる 

学校 学校 学校 

学科 学科 学科 学科 

設置者(法人) 設置者(法人) 
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図 5-2 設置者ユーザ(設置者管理者、学校管理者、学科管理者)のデータ管理 

 

 このような管理権限にしたことによって、3 つの設置者ユーザ(設置者管理者、学校

管理者、学科管理者)は、自分の組織内のデータのみ入力・修正可能となり、他の組織

のデータは入力・修正できない。この変更によって、データ管理のセキュリティが確

保できる。 

 

 データを登録・変更・削除するといった操作を、自ら積極的に行ってもらうために

は、ポートレートの利点を理解し、納得してもらう必要がある。ポートレートの普及・

促進活動や、操作をわかりやすく説明したマニュアルの整備、操作の説明会なども同

時に行っていかなければならない。 

 また、本年度は、設置者(法人)に設置者ユーザの登録を依頼するための準備として、

NIC システムに登録されている専門学校二千数百校すべての設置者の連絡先などを

調査した。 

  

システム管理者 ： すべてのデータにアクセスできる 

設置者管理者  

 設置者データ 

学校管理者 

学校データ 

学科管理者  

学科データ 

学科管理者  

学科データ 

学校管理者 

学科管理者 

学科データ 

学校データ 

設置者管理者  

学校管理者  

学科管理者  

学科データ 

学校データ 

 データ管理が可能であることを表す 
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5.2  セミナーの実施 

 ポートレートの認知度を上げ、活用を促すために、以下のようなメリットを伝える

ことを主目的としたセミナーを、東京と大阪で開催する計画を立てた。  

ア 多言語化によって、学校は労せずして英語や中国語のページを作成できる  

イ 多くの学校の情報があることによって高等学校の進路指導等において利用

価値が高まる 

ウ 各種の分析機能によって、新たな情報を入手可能である  

 

しかし、コロナ禍の影響で会場を設定しての開催は難しいため断念し、代わりにオン

ラインセミナーを実施する。 

 以下は、成果報告会・セミナーのプログラムと申込書である。  

 

 

図 5-3 成果報告会・セミナーのプログラム  
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図 5-4 成果報告会・セミナーの申込書 

 

 成果報告会・セミナーは、当機構ホームページからも申込むことができる。  
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図 5-5 成果報告会・セミナーの案内画面 
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図 5-6 成果報告会・セミナーの申込画面 
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図 5-7 成果報告会・セミナーの申込フォーム  
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 なお、本報告書の作成時点では、まだ成果報告会・セミナーの開催日になっていな

いため、実施報告は当機構ホームページで行う。  

 

 https://qaphe.com/ 

 

 

 

  



48 

資料  

資料 1  ポートレート翻訳修正手順 
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資料 2  ポートレートシステム操作説明書(ユーザ管理編) 
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資料 3  NIC システムに登録された専門学校について設置者と

校名の英語表記の調査 
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